
平 成 1 4 年 3 月 2 9 日
国 土 交 通 省 鉄 道 局

平 成 １ ４ 年 度 予 算 に 向 け た 鉄 道 関 係 公 共 事 業 の

事 業 評 価 結 果 及 び 概 要 に つ い て

公 共 事 業 の 効 率 性 及 び そ の 実 施 過 程 の 透 明 性 の 一 層 の 向 上

、 、 、を 図 る た め 新 規 採 択 時 評 価 再 評 価 等 を 実 施 し て い ま す が

、 、平 成 １ ４ 年 度 予 算 に お い て 新 た に 事 業 費 を 予 算 化 す る 事 業

事 業 採 択 後 長 期 間 が 経 過 し て い る 事 業 等 の 評 価 を 行 い 、 そ の

評 価 結 果 及 び 採 択 箇 所 等 を 、 評 価 手 法 等 と と も に 公 表 し ま す

の で お 知 ら せ し ま す 。

【 問 い 合 わ せ 先 】
国 土 交 通 省 鉄 道 局

財 務 課 課 長 補 佐 渡 邉 （ 内 線 4 0 5 3 2 ）
直通0 3 - 5 2 5 3 - 8 5 3 8

業 務 課 課 長 補 佐 河 野 （ 内 線 4 0 6 2 2 ）
直通0 3 - 5 2 5 3 - 8 5 4 2

施 設 課 特 定 技 術 審 査 官 江 口 （ 内 線 4 0 8 0 2 ）
直通0 3 - 5 2 5 3 - 8 5 5 3

鉄 道 企 画 室 課 長 補 佐 秋 田 （ 内 線 4 0 1 7 2 ）
直通0 3 - 5 2 5 3 - 8 5 2 6



○平成１４年度予算に向けた新規事業採択時評価について

【公共事業関係費】

51

26

77

【公共事業関係費】

再評価実施箇所数 再評価結果

うち見直
し継続

都市・幹線鉄道整備事業 0 0 0 0 1 1 1 0 0 0

新幹線鉄道整備事業 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0

0 1 0 0 1 2 2 0 0 0

※再評価対象基準

５年未着工：事業採択後一定期間（５年間）が経過した時点で未着工の事業

10年継続中：事業採択後長期間（１０年間）が経過した時点で継続中の事業

準備計画５年：準備・計画段階で一定期間（５年間）が経過している事業

再々評価：再評価実施後一定期間（５又は１０年間）が経過している事業

その他：社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業

○平成１３年度に実施した事後評価（試行）について

【公共事業関係費】

1

1合　　　　計

事　　　業　　　区　　　分 事後評価実施箇所数

都市・幹線鉄道整備事業

合　　　　計

合　　　　計

新規事業採択箇所数

都市・幹線鉄道整備事業

鉄道防災事業

事　　　業　　　区　　　分

10年
継続中

※都市・幹線鉄道整備事業５１箇所には、財務省原案内示時点に評価結果を公表した成田新高速鉄道アクセス及び山陽線貨物輸送力増
強事業の２箇所を含む。

中止
継　　続

再々
評価

○平成１４年度予算に向けた再評価について

評価
手続中

事　　　業　　　区　　　分
その他 計

準備計

画５年

５年
未着工



新規採択時評価結果一覧

【都市・幹線鉄道整備事業（地下高速鉄道整備事業（大規模改良工事 】））

事 業 名 事 業 内 容 総事業費 事業主体 事業期間 評 価
（百万円）

東京都(１６駅) エレベータ(７基) １，６５４ 東京都 平成１４～ ・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・浅草線(新橋、本所吾妻橋、馬込、西 エスカレータ(４基) １５年度 ・高齢者、身体障害者等の移動可能性に係

馬込) 車椅子対応トイレ(６ ) るボトルネックの解消箇所
・三田線(水道橋、巣鴨、白山、蓮根) 階段昇降機(４基) ・自力での移動可能性確保
・新宿線(神保町、浜町、東大島、岩本 ・肉体疲労軽減

町、大島、篠崎、曙橋、菊川) ・安心感の確保

名古屋市(７駅) エレベータ(１８基) ２，４７０ 名古屋市 平成１４～ ・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・東山線(覚王山、藤ヶ丘) エスカレータ(１基) １６年度 ・高齢者、身体障害者等の移動可能性に係
・名城線(金山) 車椅子対応トイレ(７ ) るボトルネックの解消箇所
・鶴舞線(浅間町、大須観音) ・自力での移動可能性
・４号線(堀田) ・肉体疲労軽減
・桜通線(高岳) ・安心感の確保

大阪市(６駅) エレベータ(８基) １，６８０ 大阪市 平成１４～ ・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・御堂筋線(新大阪、梅田) １６年度 ・高齢者、身体障害者等の移動可能性に係
・谷町線(天満橋) るボトルネックの解消
・中央線(弁天町) ・自力での移動可能性
・千日前線(難波、谷町九丁目) ・肉体疲労軽減

神戸市(１駅) エレベータ(１基) ２５１ 神戸市 平成１４～ ・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・西神山手線(湊川公園) １５年度 ・高齢者、身体障害者等の移動可能性に係

るボトルネックの解消
・自力での移動可能性確保
・肉体疲労軽減

帝都高速度交通営団(１８駅) エレベータ(１５基) １，９８１ 帝都高速度 平成１４～ ・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・銀座線(上野広小路) エスカレータ(６基) 交通営団 １６年度 ・高齢者、身体障害者等の移動可能性に係
・丸ノ内線(新中野) 車椅子対応トイレ(７ ) るボトルネックの解消箇所
・日比谷線(東銀座、恵比寿、南千住) ・自力での移動可能性
・東西線(落合、飯田橋、東陽町) ・肉体疲労軽減
・千代田線(乃木坂、綾瀬、日比谷、新 ・安心感の確保

御茶ノ水、明治神宮前)
・有楽町線(営団赤塚、千川、麹町、銀

座一丁目、東池袋)

合 計 ４８駅 ８，０３６



【都市・幹線鉄道整備事業（鉄道駅総合改善事業（鉄道駅移動円滑化施設整備事業 】））

事 業 名 事 業 内 容 総事業費 事業主体 事業期間 評 価
（百万円）

ＪＲ西日本 エレベーター（２基） ９１５ 交通エコロ 平成１４～ ・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・東海道線（高槻駅） エスカレーター（４基） ジー・モビ １６年度 ・高齢者、身体障害者等の移動可能性に係

通路増床 リティ るボトルネックの解消
財団 ・自力での移動可能性

・肉体疲労軽減

【鉄道防災事業】

事 業 名 事 業 内 容 総事業費 事業主体 事業期間 評 価
（百万円）

ＪＲ北海道（４件） 落石防止擁壁、落石防止 ８６ ＪＲ北海道 平成１４年度 ・ネットワークの重要性が高い
・釧網線 東釧路～遠矢 さく、護岸壁改良 ・公共施設へのアクセス機能として重要性
・函館線 山越～八雲 が高い
・日高線 厚賀～大狩部、新冠～静内 ・代替経路の確保が困難

・災害発生の可能性が高い
・復旧の困難性が高い

ＪＲ四国（１２件） 落石防止擁壁、落石防止 １４９ ＪＲ四国 平成１４年度 ・需要面からみた路線の重要度が高い
・予讃線 箕浦～川之江、伊予三芳～伊 さく、落石防止網、のり ・ネットワークの重要性が高い

予桜井、浅海～大浦 面工 ・公共施設へのアクセス機能として重要性
・予土線 西ケ方～江川崎、十川～土佐 が高い

昭和 ・代替経路の確保が困難
・土讃線 阿波池田～三縄、租谷口～阿 ・災害発生の可能性が高い

波川口、小歩危～大歩危、土 ・復旧の困難性が高い
、 、佐岩原～豊永 豊永～大田口

土佐穴内～大杉
・徳島線 川田～穴吹

ＪＲ九州（１０件） 落石防止擁壁、落石防止 ２０３ ＪＲ九州 平成１４年度 ・ネットワークの重要性が高い
・久大本線 夜明～光岡、豊後中川～天 さく、のり面工 ・公共施設へのアクセス機能として重要性

ヶ瀬 が高い
・日豊本線 直川～重岡、滝ヶ水～鹿児 ・他プロジェクトへの影響が大きい

島 ・代替経路の確保が困難
・肥薩線 葉木～鎌瀬、鎌瀬～瀬戸石 ・災害発生の可能性が高い
・鹿児島本線 木場茶屋駅構内、湯之元 ・復旧の困難性が高い

～東市来
・指宿枕崎線 指宿～山川、山川駅構内

合 計 ２６件 ４３８



再評価の実施に関する予備的検討結果

【地下高速鉄道整備事業・ニュータウン鉄道等整備事業】

事 業 名 事業主体 事業期間 総事業費 再評価の 評 価 理 由
（億円） 必 要 性

横浜市４号線日吉～中山（13.1㎞） 横浜市 平成９～ ３，００２ 有 り 開業年度が当初の平成１５年度から１９年度と遅延する
（日吉～東山田・川和町～中山は地下鉄補 １９年度 ため。
助区間。東山田～川和町はニュータウン
補助区間 ）。

【幹線鉄道等活性化事業】

事 業 名 事業主体 事業期間 総事業費 再評価の 評 価 理 由
（億円） 必 要 性

西名古屋港線名古屋～稲永（11.0㎞） 名古屋臨海高速 平成９～ ８６５ 無 し 需要予測については、社会経済情勢等の変化は僅かであ
鉄道㈱ １６年度 り、基本的には変わらないと考えられること。また、建

設費、工事期間は当初計画どおりであり、長期収支見込
みについても基本的には変わらないと考えられるため。

【新幹線鉄道整備事業】

事 業 名 事業主体 事業期間 総事業費 再評価の 評 価 理 由
（億円） 必 要 性

、 。東北新幹線 日本鉄道建設公 H9事業着手 ４，７００ 無 し ・建設コストの増加はなく 事業は順調に進捗している
八戸～新青森間(約82km) 団 H13から概ね ・開業効果を早期に発揮させるため、工期の短縮を図っ

12年 たところである。

、 。北陸新幹線 日本鉄道建設公 H9事業着手 ３，２００ 無 し ・建設コストの増加はなく 事業は順調に進捗している
長野～上越間(約59km) 団 H13から概ね ・開業効果を早期に発揮させるため、工期の短縮を図っ

12年強 たところである。



【都市・幹線鉄道整備事業（地下高速・ニュータウン鉄道等整備事業） 】

事 業 名
事業主体 総便益

（億円）
便益の主な根拠

横浜市高速鉄道４号線
日吉～中山間（13.1㎞）
横浜市

その他 3,002 4,242
平成19年度の目標需要
　　　　　62百万人／日

2,125 2.0

首都圏における拠点都市横浜市におい
て、公共交通ネットワークを整備し、都
市機能の向上を図る。
都市の活性化を通じて民需雇用創出効果
が生じる。

継続

【新幹線鉄道整備事業】

事 業 名
事業主体 総便益

（億円）
便益の主な根拠

北陸新幹線石動～金沢間（約24㎞）
日本鉄道建設公団

10年継続中 1,950 2,590 石動～金沢間の所要時間約11分 2,120 1.2
運行安定性・安全性の向上
生活行動圏の拡大等

継続

対応方針該当基準

再評価結果一覧表

総事業費
（億円）

便益（Ｂ） 費用
（Ｃ）
（億円）

Ｂ／Ｃ その他の指標による評価

Ｂ／Ｃ その他の指標による評価 対応方針該当基準
総事業費
（億円）

便益（Ｂ） 費用
（Ｃ）
（億円）



再評価の結果

【地下高速鉄道整備事業】 平成14年3月29日

事業名 横浜市高速鉄道４号線

横浜市 横浜市交通局所在地 事業主体

事業概要 日吉～中山間：工事延長 １３．１km

停車場 日吉駅，日吉本町駅，高田町駅，東山田駅

北山田駅，センター北駅，センター南駅，

葛が谷駅，川和町駅，中山駅

事業期間 平成９年度から平成１９年度 総事業費 3,002億円

既投資額 255億円 事業進捗率 8.5%

目的・必要性 横浜市北部地域の公共交通機能維持のための輸送手段を確保する。

①港北ニュータウンの輸送体制の確立

②既設周辺鉄道の混雑緩和との輸送バランスの改善

③広域的鉄道ネットワークの形成による横浜都心の強化育成

評価の基となる 開業年度 ６２百万人／年

需要予測 供用８年後 ６９百万人／年

事業採択時と比較し人口の伸びは鈍化し、地価の下落や低金利が続い事 業 を 巡 る 社 会 経

ている。このような状況の中でも、港北ニュータウン並びに沿線地域済 情 勢 等 の 変 化

では着実な人口定着が図られており、地元住民から早期開業が望まれ

ている。

費 貨幣換算した主要な費用 建設費，用地関係費，再投資費（車両費）

用 貨幣換算した主要な便益 時間短縮便益，費用節減便益，当該事業者収益

費 便 平成９年度費用の生じる時期

用 益 平成１９年度効果の生じる時期

対 分 ４％ 平成１３年度社会的割引率 現在価値化の基準年度

効 析 2,125億円 4,242億円総費用 総便益

果 2.0 2,117億円 8.9％Ｂ／Ｃ Ｂ－Ｃ ＥＩＲＲ

分 定量的・定性的に 建設費，用地関係費，再投資費

析 考慮した費用

定量的・定性的に 総所要時間短縮効果，総費用節減効果

考慮した効果

すでに平成13年1月に着工し、平成19年には供用開始する事 業 の 実 施 の め ど ・ 供 用 の め ど

予定である。

代替案の有無 引き続き、設計・施工方法の見直し等のコスト縮減施策

新たなコスト縮減の可能性 を実施していく。

事業実施によるメリット 横浜市の長期計画である「ゆめはま2010プラン」で掲げて

・デメリット いる「最寄駅まで15分の交通体系」が港北ニュータウンで

は達成できる。

対応方針 事業を継続する。

対応方針の決定理由 費用対効果が十分見込める。

日程・手続 13年度中には、工事の完成期限を平成19年に延伸する。

継続について特に意見なし。事業評価監視委員会の結論・意見

備考



再評価の結果

【新幹線鉄道整備事業】 平成14年3月29日

事業名 北陸新幹線石動～金沢間（スーパー特急）

富山県、石川県 日本鉄道建設公団所在地 事業主体

事業概要 石動～金沢間：線路延長２４ｋｍ

停車場 金沢駅

事業期間 平成４年度から概ね１０年 総事業費 1,950億円

既投資額 1,333億円 事業進捗率 68％

目的・必要性 新幹線鉄道による全国的な鉄道網の整備を図り、もって国民経済の発

展及び国民生活領域の拡大並びに地域の振興に資するものである。

建設コストの増加はなく、事業は順調に進捗しているとともに、開業事 業 を 巡 る 社 会 経

効果を早期に発揮させるため、工期の短縮を図ったところである。済 情 勢 等 の 変 化

貨幣換算した主要な費用 建設費、維持更新費等

貨幣換算した主要な便益 時間短縮効果による県内総生産の増加額

費 平成４年度費用の生じる時期

用 概ね１０年後効果の生じる時期

対 4％ 平成13年度社会的割引率 現在価値化の基準年度

効 2,120億円 2,590億円総費用 総便益

1.2 470億円 4.7％果 Ｂ／Ｃ Ｂ－Ｃ ＥＩＲＲ

定量的・定性的に なし分

考慮した費用析

定量的・定性的に 運行安定性・安全性の向上、消費エネルギーの低減等

考慮した効果

事業進捗に大きな問題もない。事 業 の 実 施 の め ど ・ 供 用 の め ど

代替案の有無 なし

新たなコスト縮減の可能性 引き続き、設計施工方法の見直し等のコスト縮減施策を実

施していく。

対応方針 事業を継続する。

対応方針の決定理由 現在においても費用対効果が十分に認められるため。

事業実施によるメリット 当該新幹線が整備されることにより、北陸地方の沿線地域

・デメリット 内外間を結ぶ輸送サービスが改善し（所要時間の短縮、運

行安定性の向上等）、生活行動圏の拡大が図られる。ま

た、これらを通じて、沿線地域において県内総生産の増加

などの整備効果が見込まれる。

日程・手続 変更を要するものはない。

継続が妥当である。事業評価監視委員会の結論・意見

備考



平成14年3月29日

事 後 評 価 の 試 行 結 果

評価の基となる

地下鉄の建設と運営

　　　　　　　　　　練馬区光が丘

～平成9年12月19日

需要予測

都市高速鉄道１２号線（放射部）

事業主体 東京都交通局東京都渋谷区代々木～

供用開始年次

事業名

所在地

事業期間

事業概要

約3,967億円(建設費)昭和60年 8月 7日（施工認可）

○光が丘～練馬間3.8㎞

平成3年12月10日

○練馬～新宿間9.1㎞

平成9年12月19日

目　　的 　東京都心部への一極依存構造に代わって、都市機能の分散化により多核分散型

平成２３年度

（建設開始後30年間）

平成４３年度

（建設開始後50年間）

平成３年度～平成１１年度の実績値を基にし、平成12年度以降予測

都市構造への誘導を図っていくことが肝要であるとし、首都圏の業務機能の分散、

放射状路線相互の連絡等に資するため、環状方向の路線の設定にも配慮する事を

基本的考えとした。

費
用
対
効
果
分
析

貨幣換算した主要な費用

貨幣換算した主要な便益

・建設投資額

・供給者費用（営業費）

Ｂ／Ｃ 2.57

・利用者の時間短縮、費用削減、乗換回数の低減（利用者便益）

・営業収益（供給者便益）

・排出ガスの削減（環境改善便益）

Ｂ－Ｃ ６，８６９億円 ＥＩＲＲ 7.40%

現在価値化の基準年度 平成１３年度

４，３６４億円 総便益 １１，２３３億円

４％

総費用（割引後）

社会的割引率

その他定量的・定性的

に考慮した費用及び

効果

・沿線区人口の増加

・沿線道路の混雑緩和

その他事業実施したことによる

効果等

事業を巡る社会経済情勢の変

化及びその対応

事業による環境の変化及びそ

の対応

当該事業の改善措置の必要性

関係者の意見

備　　考

・沿線地域のまちづくり・活性化の促進効果や防災性が向上

・事業開始後の社会経済低迷や少子高齢化等による地下鉄全体の

　乗車人員の減少

注）　費用対効果分析の数値は計算期間50年のものである。

総事業費

計算期間末年次

・事前環境アセスメント通り、環境への影響なし

・開業後、沿線の道路混雑が緩和され、環境改善が図れた

・引き続き、輸送需要の喚起を図っていく



バリアフリー施設整備の評価手法について

バリアフリー施設整備については、「鉄道プロジェクト費用対効果分析マニュアル９９補足版」に基づき、以下にあ
る定性的評価項目により評価を行っているところです。

バリアフリー施設整備の定性的評価の流れ

〔エスカレータ、エレベータの整備〕
【定性評価項目】

5,000人以上 各ホームから公道
等まで最低限のル ・移動円滑化の促進に関する基本方針対応

かつ、５ｍ以上 ート ・ボトルネックの解消等

・自力での移動可能性、・ボトルネックの解消
・災害時の対応可能性

複数のルート ・肉体疲労軽減・速達性
・混雑緩和
・一般利用者に与える効果･影響〔健常者便益分析〕

5,000人未満 〔高齢者等関連施設〕
付近に病院、保健所、老人福祉セン 各ホームから当該 ・高齢者・身障者等の需要(高齢者等施設)

又は５ｍ未満 ター、身障者授産施設、その他これ 施設側公道等まで
らに類する公共的施設があり、相当 最低限のルート
数の高齢者・身障者等の利用が見込
まれる。

複数のルート ・自力での移動可能性、・ボトルネックの解消
・災害時の対応可能性

その他 ・肉体疲労軽減・速達性
・混雑緩和

最低限のルート ・一般利用者に与える効果・影響〔健常者便益分析〕

〔点字ブロックその他の整備〕
・自力での移動可能性
・安全性確保
・安心感の確保
・わかりやすさ



鉄道防災事業の評価手法について

鉄道防災事業については、「鉄道プロジェクト費用対効果分析マニュアル９９補足版」に基づき、以下にある定性的
評価項目により評価を行っているところです。

鉄道防災事業の定性的評価の流れ

【定性的評価項目】
【期待される効果】

・需要面からみた路線の重要性
利用者への効果
・災害復旧時利用者負担増の回避 ・ネットワーク面からみた路線の重要性
・利用者被害の回避

・リタンダンシー喪失の回避 ・公共施設へのアクセス機能維持という【鉄道防災事業】
観点からの路線の重要性

事業者への効果

・復旧費用の回避 ・他プロジェクトへの影響程度落石・なだれ等対策事業
・事業者の収入減回避

・車両破損等物的被害の回避 ・沿線地域への影響程度海岸等保全事業
・事業者信頼性低下、需要減少等

の回避 ・代替経路確保の可能性

沿線地域への効果 ・災害発生の可能性
・道路等鉄道以外の施設への被害

の回避 ・復旧の困難性

・ボトルネックの解消の可能性



【都市・幹線鉄道整備事業】

費 用 便 益 分 析 の 概 要

＜費 用＞ ＜便 益＞

建設投資額 維持改良費・ 総所要時 総費用の 当該事業者 補完・競合 ＮＯ ＣＯ のＸ、 ２

再投資費等 間の変化 変化 収益の変化 鉄道路線収 発生量の変化
建設費・用 益の変化 等
地関係費等

【ｗｉｔｈ（整備あり）ケース】 － 【ｗｉｔｈｏｕｔ（整備なし）ケース】

時間短縮 費用節減 当該事業者 競合・補完 局地的環境 地球的環境
便益 便益 収益 事業者収益 改善便益 改善便益

利用者便益 供給者便益 環境等改善便益

総 費 用 総 便 益

現 在 価 値 化

費 用 便 益 比 （Ｂ／Ｃ）※貨物鉄道事業を除く。

（純現在価値 （経済的内部収益率））



【都市・幹線鉄道整備事業】

○鉄道の費用便益分析における便益（Ｂ）の考え方

旅 客 輸 送 貨 物 輸 送

利用者便益 □時間短縮便益 □輸送費用節減便益（併せて鉄道へのシ

□移動費用節減便益 フトによる時間価値の損失を考慮）

□旅客快適性改善便益（乗換等に解消

の場合に評価）

供給者便益 □当該事業者収益（プロジェクト実施 □当該事業者収益（プロジェクト実施

の場合と実施しない場合との交通サ の場合と実施しない場合との輸送サー

ービス供給者の利益の差） ビス供給者の利益の差）

□その他（事業によっては実施）

・補完／競合路線事業者収益

環境等改善 □局所的環境改善便益（ＮＯ 排出の削減）X

便益 □地球的環境改善便益（ＣＯ 排出の削減） 等２

○鉄道の費用便益分析における費用（Ｃ）の考え方

費析 建設投資額 □建設費

用上 □用地関係費（用地取得費、補償費） 等

便の

益費 維持改良費 □資産の寿命（当初予定した耐用年数より）を長期化さ

分用 ・再投資 せるための投資 等

費用便益分析の基本的数値の設定

１）計算期間の設定

建設期間に加えて開業年度から３０年及び５０年とする。

２）現在価値化の基準年度

現在価値化の基準年度は、評価を実施する年度とする。よって、新規採択時の費用便益分析におい

ては、建設開始年度の前年度となる。

３）社会的割引率

社会的割引率は４％とする。



新幹線鉄道の費用便益分析の概要

＜費用の計測＞ ＜便益の計測＞

建設投資額 維持改良費 地域間の時間 地域間の運賃
再投資額

建設費
用地関係費

地域計量経済モデル

WITH － WITHOUＴ
(整備あり) － (整備なし)

時間短縮効果による
県内総生産の増加額

総 費 用 総 便 益

現 在 価 値 化

費用便益比（Ｂ／Ｃ）



【新幹線鉄道整備事業】

○新幹線鉄道の費用便益分析における便益（Ｂ）の考え方

県内総生産 □新幹線鉄道の整備に伴う時間短縮効果による県内総生産の増加額

の増加額 （地域計量経済モデルにより算出）

○新幹線鉄道の費用便益分析における費用（Ｃ）の考え方

建設投資額 □建設費

費用便益分 □用地関係費（用地取得費、補償費） 等

析上の費用

維持改良費・ □資産の寿命（当初予定した耐用年数より）を長期化させるた

再投資 めの投資 等

費用便益分析の基本的数値の設定

１）計算期間の設定

建設期間に加えて開業年度から３０年及び５０年とする。

２）現在価値化の基準年度

現在価値化の基準年度は、評価を実施する年度とする。よって、新規採択時の費用便益分析におい

ては、建設開始年度の前年度となる。

３）社会的割引率

社会的割引率は４％とする。
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